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平成２９年度 海事局関係税制改正要望

項 目 税 目 頁

（１）トン数標準税制の拡充・延長 法人税等 外航海運 １

（２）船舶の特別償却制度の拡充・延長 法人税等
外航海運
内航海運

２

（３）船舶の買換特例（圧縮記帳）制度の延長 法人税等
外航海運
内航海運

２

（４）中小企業投資促進税制の延長 法人税等 内航海運 ３

（５）地球温暖化対策税の還付措置の延長
地球温暖化対
策のための税

内航海運 ４



我が国周辺海域における近年の情勢の急激な変化を踏まえ、我が国経済・産業の活動を支える日本商船隊による安定的な国際海上輸
送の確保を通じた経済安全保障の早期確立を図るため、準日本船舶について、日本の船主が海外子会社を通じて実質的に保有する一定
の要件を満たした船舶にまで対象を拡充するとともに、適用期間を５年間延長する。

（１）対外船舶運航事業を営む法人の日本船舶による収入金額の課税の特例措置
（トン数標準税制）の拡充・延長（法人税・法人住民税・法人事業税）

要望の概要

施策の背景

○ 四面を海に囲まれた我が国では、貿易量の99.6％を海上輸送に、そのうち
64.0％を日本商船隊に、それぞれ依存している。

○ このような中、我が国周辺海域における近年の情勢の急激な変化により、
日本商船隊による安定的な国際海上輸送の確保の重要性が一層顕在化。

【海洋基本計画抜粋（平成25年4月閣議決定）】
「日本籍船及び日本人船員の計画的増加に取り組
む我が国の外航海運事業者に対し、トン数標準税
制の適用等を実施し、日本船舶と日本船舶を補完
する準日本船舶合わせて４５０隻体制の早期確立
を図る」

トン数標準税制による日本船舶を中核とした安定的な国際海上輸送の
確保を通じた経済安全保障の早期確立が不可欠。

対外船舶運航事業者の
海外子会社保有船

外国船主の保有船

現在の対象範囲 拡充範囲

日本船舶及び
準日本船舶により
450隻を早期に確保

経済安全保障の
早期確立

日本の船主の
海外子会社保有船

日本船舶

みなし
利 益

黒字が多い年でも
みなし利益に課税

黒字が少ないか、
赤字の年でもみな
し利益に課税

トン数標準税制
の適用を受けると

みなし利益課税の概要

年度ごとの
実際の利益

特例措置の内容

【法人税・法人住民税・法人事業税】

対外船舶運航事業者（※）が、「日本船舶・船員確保計画」を作成し、国土交通大臣の
認定を受けた場合、次の船舶に係る利益について、みなし利益課税の選択が可能。
① 日本船舶
② 準日本船舶 （対外船舶運航事業者が海外子会社を通じて実質的に保有する

一定の要件を満たした船舶）
（※）本邦の港と本邦以外の地域の港との間又は本邦以外の地域の各港間において行う船舶運航事業を営む者

要 望

①準日本船舶の対象範囲の拡充
日本の船主が海外子会社を通じて実質的に保有する一定の要
件を満たした船舶にまで対象を拡充する。

【要望事項】

② 日本船舶の確保の目標の柔軟化
現下のような世界的海運不況を経ても、長期的観点から日本
船舶の増加を図ることができる柔軟な仕組みを導入。

【適用期間】５年間（平成３０年度以降の適用）
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船
舶
の
買
換
特
例

○事業環境にとらわれず、老朽化が進む船舶の代替を促進し若返りを図る等、環境負荷低減を図り
つつ、計画的かつ安定的に事業基盤を維持・整備する必要がある。

（外航） 日本籍船：１８％ 外国籍船：１６％
（内航） 高度環境低負荷船：１８％ 環境低負荷船：１６％

（２）船舶に係る特別償却制度の拡充・延長（所得税・法人税）
（３）海上運送業における特定の事業用資産の買換等の場合の課税の特例措置の延長（所得税・法人税）

施策の背景

要望の概要

特例措置の内容

要 望

○我が国においては、貿易の99.6％、国内貨物輸送の約４割
（産業基礎物資の約８割）を海上輸送に依存しており、また
災害時の支援物資等の輸送を担うなど、海運は我が国の国
民生活や経済活動を支える基幹的輸送インフラ。

○国際的・社会的にＣＯ２削減等の環境負荷低減が求められ
ている海運について、環境負荷低減に資する船舶の普及を
促進する必要がある。

内航海運におけるCO2排出削減目標

内航について一部拡充の上、現行の措置を２年間延長する。
（平成29年４月１日～平成31年３月31日）

船舶を譲渡し、新たに船舶を取得した場合における譲渡資産譲渡益について、８０％の課税繰延べ

現行の措置を３年間延長する。（平成29年４月１日～平成32年３月31日）

内航海運
44.1%

自動車
50.6%

鉄道
5.0%

航空
0.3%

平成26年度トンキロベース

国内の輸送機関別シェア

（2013年度比
23％削減)

重要資源の対外依存度

資源に乏しい我が国は、1次エネルギーの
ほとんどを海上輸送に依存している

鉄鉱石

石炭

原油

LNG

（CO2排出削減量約16%） （CO2排出削減量約12%）

施策の背景

特例措置の内容

内航船の船齢構成

○我が国の国民生活や経済活動を支える
海運について、環境負荷低減に資する
船舶の普及を促進し、競争力ある事業
基盤を構築する必要がある。

【所得税・法人税】環境低負荷船について、特別償却

船
舶
の
特
別
償
却
制
度

要望の概要

【所得税・法人税】

要 望

新造船, 
2%

1~7年未満, 
12%

7~14年未
満 14%

船齢１４
年以上の
割合 72%

（平成２８年４月現在）

環境負荷低減船舶の建造促進を図るため、船舶に係る特別償却制度を拡充及び２年間延長する。

環境負荷低減を図りつつ代替を促進し、計画的かつ安定的な船隊の維持・整備を図るため、船舶から
船舶への買換等の場合の課税の特例措置を３年間延長する。

船舶の買換特例

船舶の特別償却制度
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中小企業の設備投資を促進するため、中小企業者がトラック(車両総重量３．５t以上)、内航貨物船、その他機械装置等を取得し
た場合の特別償却制度又は税額控除制度について、対象設備を拡充の上、２年間延長する。

施策の背景

要望の概要

○長引く景気低迷による荷動きの
減少等により、トラック運送業、
内航海運業等の経営は、極めて
厳しい状況

○経営状況の悪化による投資余力
の減少により、トラック車両の
平均使用年数は増加傾向、内航
貨物船は老朽化が進行

現行の措置を対象設備を拡充の上、２年間延長する。 （平成29年４月１日～平成31年３月31日）

トラック車両、内航貨物船、その他機械装置等の購入・代替の促進

政策の目標

・トラック車両の代替促進を通じ、トラック輸送の生産性の向上に寄与

・老朽船の代替建造の促進を通じ、内航輸送の生産性の向上に寄与

・幅広い関連業界への経済波及効果を通じて中小企業の景気回復及び国民
生活や経済活動の円滑化に寄与

【所得税・法人税】取得価格の30％の特別償却又は７％の税額控除
（対象設備：トラック、内航貨物船、機械装置、器具備品、ソフトウェア）
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内航貨物船の老朽化率（船齢１４年以上）
（％）

（４）中小企業者が機械等を取得した場合の特別償却制度又は税額控除制度
(中小企業投資促進税制)の延長・拡充(所得税・法人税・法人住民税・事業税)

特例措置の内容

要 望
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（５）より環境負荷の小さい輸送手段への転換及び公共交通機関の利用者利便の増進に
資する事業に係る特例措置の延長（地球温暖化対策のための税）

一定の運送の用に供する石油製品に係る「地球温暖化対策のための税」の還付措置を３年間延長する。

施策の背景

要望の概要

平成24年10月より、エネルギー起源CO2排出抑制を図るため、全化石燃料を課税ベースとする現行の石油石炭税に、「地球
温暖化対策のための税」を上乗せ
導入にあたっては、税率の段階的引上げを実施
輸送部門においては、環境負荷の少ない大量輸送機関としての活用（モーダルシフト）を推進する観点及び公共交通機関とし
て国民生活を支えている役割に鑑み、一定の運送の用に供する場合に限り、還付を実施

特例措置の内容

要 望

【地球温暖化対策のための税】
一定の運送の用に供する石油製品※について
税額を還付

※一定の運送の用に供する石油製品

・ 内航海運、国内旅客船に係る軽油及び重油

・ 鉄道事業に係る軽油

・ 国内定期航空運送事業に係る航空機燃料

現行の措置を３年間延長する。
（平成29年４月１日～平成32年３月31日）
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